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米国通商政策の最近の動向 

－トランプ関税を中心に－ 

2026 年 1 月 23 日 15:00～17:00 

講師：上智大学法学部教授 川瀬 剛志氏 

 

I. トランプ関税の現状 

1. 概要 

(1)国別関税 ・国際緊急経済権限法(International Emergency Economic Powers Act, “IEEPA”）  

1977 年施行。国家安全保障上の脅威に対処する権限を大統領に付与。 

・カナダ、メキシコ、中国、ブラジル、インドが対象。 

・理由付：不法移民、麻薬の流入、前大統領訴追(伯)、ロシア石油輸入(印)等 

(2)不公正 

貿易慣行関税 

・1974 年通商法第 301 条(Section 301 of the Trade Act of 1974） 

外国の不公正貿易慣行に対し、米通商代表部（USTR）が調査を行い、大統領が

関税等の制裁を行う。 

・中国、ニカラグア、フランス、英国、カナダ、ブラジル等が対象。 

・理由付：造船・海運業への政府支援(中)、デジタルサービス税(仏、英、加等)、

デジタル規制・腐敗防止・知財保護(伯) 

(3)品目別関税 ・1962 年通商拡大法 232 条（Section 232 of the Trade Expansion Act of 1962） 

米国の国家安全保障上の脅威となる輸入品について、商務長官の調査に基づき、

大統領が輸入を制限。 

・対象品目：鉄鋼・アルミ、自動車・部品、銅製品、木材製品、大型トラック・

バス、半導体、重要鉱物、医薬品、航空機・部品、ドローン、ポリシリコン、風

力発電機器、医療機器など。 

(4)相互関税 ・国際緊急経済権限法(International Emergency Economic Powers Act, “IEEPA”）  

1977 年施行。国家安全保障上の脅威に対処する権限を大統領に付与。 

2025 年 4 月 2 日付大統領令 142571は、主に対外的な貿易不均衡を「緊急事態」

と見なして、IEEPA に基づいて発動された。 

・2025 年 7 月 31 日付大統領令 143262：最終的な税率 

・合意済国(18 カ国)：日本、韓国、EU、英国、カンボジア、ベトナム、インドネ

シア、タイ、マレーシア、エルサルバドル、グアテマラ、エクアドル、アルゼン

チン、スイス＝リヒテンシュタイン、台湾、パキスタン、フィリピン、中国、 

・合意なし国(9 ヵ国)：インド、ブラジル、シリア、ラオス、ミャンマー、セルビ

ア、イラク、南アフリカ、リビア 

・除外品：半導体・家電製品、農産品(牛肉、肥料、コーヒー、バナナ等)、及び

２国間合意に基づく国別除外。 

 
1 https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2025-04-07/pdf/2025-06063.pdf 

2 https://www.federalregister.gov/documents/2025/08/06/2025-15010/further-modifying-the-reciprocal-tariff-rates 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2025-04-07/pdf/2025-06063.pdf
https://www.federalregister.gov/documents/2025/08/06/2025-15010/further-modifying-the-reciprocal-tariff-rates
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２．米国内訴訟 

(1)IEEPA に基づく関税に関する訴訟提起 

・2025 年 4 月：Oregon 州他 11 州による訴訟(国際貿易裁判所、”CIT”)3、California 州による訴訟(カ

リフォルニア北部連邦地裁)4、民間企業による訴訟が提起される。 

・原告らは、関税の課税権は米国憲法第 1 条 8 節第 1 項(課税・支出・国防権限)により議会に帰属、

国別関税、相互関税は IEEPA が授権する大統領権限の踰越である、と主張。 

・重大問題法理(Major Questions Doctrine）によれば、広範な経済的・政治的重要性を伴う規制を連

邦政府権限の授権を主張する場合、議会からの「明確な授権」が必要であるという連邦最高裁の司法

解釈原則。 

 

(2)第 1 審 

①2025 年 5 月 28 日：CIT は V.O.S. Selections, Inc 事件及び Oregon 州他事件の審理を併合し判決5。 

・原告の訴えを支持し、関税賦課の恒久的差止を命じる。 

・被告（政府）は直ちに控訴。巡回地区控訴裁判所は、恒久的差止を保留した。 

②2025 年 5 月 29 日：ワシントン DC 連邦地裁は、Learning Resources 事件で、IEEPA の規制対象は

外国・外国人の財産のみであるとし、原告への課税のみを停止した。 

 

(3)控訴審 

・2025 年 8 月 29 日：ワシントン DC 連邦巡回地区控訴裁は、V.O.S. Selections, Inc 事件及び Oregon

州他事件について、全世界・全商品に対する無期限の関税は IEEPA が賦与する大統領権限を踰越して

いると判断。但し、最高裁の判決確定まで、控訴審判決効力は保留した6。 

 

(4)最高裁審理 

・Learning Resources 事件については certiorari(裁量上訴)が認められ、控訴審を経ずに、V.O.S. 

Selections, Inc 事件と併合のうえ審理された。 

・2025 年 11 月 5 日：連邦最高裁での口頭弁論が行われた7。 

・連邦最高裁は、4 週間の休廷に入ったので、判断は早くて 2 月下旬の見込。 

 

３．第 1 審違反判決後の展開 

（1）関税還付訴訟8 

 
3 https://ag.ny.gov/sites/default/files/court-filings/state-of-oregon-et-al-v-donald-j-trump-united-states-department-of-

homeland-security-et-al-complaint-2025.pdf 

4 https://www.gov.ca.gov/wp-content/uploads/2025/04/FILE_8502.pdf 

5 https://storage.courtlistener.com/recap/gov.uscourts.cit.17080/gov.uscourts.cit.17080.56.0.pdf 

6 https://www.cafc.uscourts.gov/opinions-orders/25-1812.OPINION.8-29-2025_2566151.pdf 

7 https://www.supremecourt.gov/oral_arguments/argument_transcripts/2025/24-1287_b07d.pdf 

8 https://www.nikkei.com/article/DGKKZO93664120Z00C26A1EAF000/ 

https://ag.ny.gov/sites/default/files/court-filings/state-of-oregon-et-al-v-donald-j-trump-united-states-department-of-homeland-security-et-al-complaint-2025.pdf
https://ag.ny.gov/sites/default/files/court-filings/state-of-oregon-et-al-v-donald-j-trump-united-states-department-of-homeland-security-et-al-complaint-2025.pdf
https://www.gov.ca.gov/wp-content/uploads/2025/04/FILE_8502.pdf
https://storage.courtlistener.com/recap/gov.uscourts.cit.17080/gov.uscourts.cit.17080.56.0.pdf
https://www.cafc.uscourts.gov/opinions-orders/25-1812.OPINION.8-29-2025_2566151.pdf
https://www.supremecourt.gov/oral_arguments/argument_transcripts/2025/24-1287_b07d.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO93664120Z00C26A1EAF000/
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 ・すでに 1000 件超の返還訴訟が提起されている。 

 ・日系企業も提訴(住友化学、川崎重工、リコー、豊田通商他) 

 

（2）最高裁判断に従い、もし関税の還付ということになれば、 

 ・総額 1300 億ドル相当との報道 

 ・米財務省によれば還付財源は十分とのこと。 

 

(3) 最高裁判断に無視して課税継続する場合の代替手段としては、 

・1974 年通商法第 122 条：巨額の国際収支赤字の場合に一律 15％の関税を課す9。 

 

II. 二国間合意とターンベリー体制の出現 

１．ターンベリー体制 

（1）WTO による多国間主義に代わり、米国は 2 国間取引網の構築を志向している。2025 年 7 月 27

日、米国と EU との合意が行われたスコットランドのトランプゴルフクラブにちなみ、米国通商代表

部(United States Trade Representative, “USTR”)の代表であるジェミソン・グリア氏(Jamieson Lee 

Greer)は、NY Times への寄稿において、この 2 国間取引網をターンベリー体制(the Turnberry 

System)と称した。 

 

（2）現状 

2 国間文書公表済み 英国、EU、日本、韓国、インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム、

カンボジア、アルゼンチン、エルサルバドル、グアテマラ、スイス＝リヒ

テンシュタイン、台湾 

2 国間文書締結発表 パキスタン、フィリピン 

暫定 中国 

 

２．トランプ関税に関する日米合意 

(1)合意文書 

・2025 年 7 月 22 日：日米間の枠組み合意に関する共同声明 

・2025 年 9 月 4 日：日米両政府の戦略的投資に関する了解覚書 

・同年 9 月 9 日：Implementation the United State-Japan Agreement , E.O. 14345 of Sept.4, 2025, 90 

Fed. Reg. 43535 

・同年 10 月 28 日：合意の実施―日米同盟の新たな黄金時代に向けてー 

 

（2）合意内容 

 ①米国側 

 ・相互関税は既存の MFN 税率と合計で 15％を上限とする。 

 
9 https://www.bloomberg.com/jp/news/articles/2025-11-05/T58091GP9VCW00 

 

https://www.bloomberg.com/jp/news/articles/2025-11-05/T58091GP9VCW00
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 ・自動車関税は譲許税率 2.5％と合計で 15％ 

 ・航空機・部品は関税撤廃 

 ・適用除外：ジェネリック薬品、天然資源 

 ・鉄鋼・アルミ関税：50％のまま 

 ・将来の品目関税：日本に適用される税率が他国より不利にならないことを確約 

 ②日本側 

 ・政府系金融による 5500 億ドルの投資（出融資・融資保証、対象は経済安保の重要 9 分野：医療

品、重要鉱物、半導体、自動車、AI・量子等) 

 ・ミニマムアクセス米の枠内(77 万トン)で米国産米の割合拡大の可能性 

 ・米国産品購入拡大(農産品・航空機等) 

 ・米国産自動車の検査緩和 

 ・関税引下げ、防衛費に関する約束なし。 

 

 (3)日本側にとっての問題点 

 ・トランプ政権中に対米投資 5500 億ドルの実施は可能か？ 

 ・15％の米国関税を甘受することの引換に予見可能性を確保できたか？：米国は一方的に日本の約

束不履行を宣言し、いつでも関税を上げられる 

 

III. トランプ関税と国際通商体制の今後 

１．法的評価 

（1）最恵国待遇原則違反(GATT 第１条10) 

（2）関税自由化義務違反(GATT 第 2 条) 

(3) 例外による正当化も不可(GATT 第 21 条(b)(iii))  

(4) 合意相手国による対米優遇も最恵国待遇原則違反 

よって、 

・WTO 体制の多国間制を担保する最恵国待遇原則が無意味化する。また WTO の紛争解決手続にお

ける最終審である上級委員会（Appellate Body）は、米国の委員任命拒否(妨害）により、2019 年 12

月以降、事実上の機能停止となっている。 

 

２．識者の意見 

（1）Simon Evenett（International Institute for Management Development、“IMD”教授）11 

・米国が輸入禁止を行っても、他市場への輸出成長率を維持できれば、輸入禁止となった相手国のう 

ち 70 カ国は 1 年以内に、そして残り 115 ヵ国は 5 年以内に喪失した対米輸出分を回復できるだろ

う。 

（2）Okonjo-Iweala（WTO 事務局長）12 

 
10 https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/it/page1w_000135.html 

11 https://www.ft.com/content/1efd0fd7-89a0-4b1e-8b3a-349b10e6e166 

12 https://www.jiji.com/jc/article?k=2025043001005&g=int 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/it/page1w_000135.html
https://www.ft.com/content/1efd0fd7-89a0-4b1e-8b3a-349b10e6e166
https://www.jiji.com/jc/article?k=2025043001005&g=int
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・「米国は非常に重要だが、世界貿易に占める割合は 15％弱にとどまる」。「（残る 80%超の国や地域

が）ルールに基づくシステムを強化し守りたいと感じている。これは光明だ」 

 

3．今後の通商体制予測 

(1)85％と 15％との対峙 

・世界貿易の 85％を占める「中国、グローバルサウス、日本・EU 他ミドルパワー」と 15％を占める 

「米国」とに分化して通商システムを構築。 

・米国は、グローバルサウス、日本・EU 他ミドルパワーに対する「ターンベリー体制」を構築中。 

・米国と中国とは「戦略的経済分断(Decupling)又は貿易戦争となる可能性」もある。 

 

(2)米国の WTO 関与継続 

・2026 年 1 月 7 日：トランプ大統領は計 66 の国際条約・機関からの脱退覚書に署名した13。 

・しかし、2025 年 7 月には、WTO 事務局次長に Nordquist を擁立し14、10 月 28 日の Financial  

Times によれば、納期遅延していた 2024 年分の WTO 拠出金は支払い15、12 月 15 日に WTO 

改革に関する意見書を提出している(WT/GC/W/984)16。 

・そして、ターンベリー合意における WTO 合意実施を要求するとともに、下記事件でも WTO で 

対応している。 

①United States — Anti-Dumping and Countervailing Duties on Ripe Olives from Spain(DS577)17 

②中国がブラジル、オーストラリア、米国などからの牛肉輸入に対して「セーフガード（緊急輸 

入制限）」を発動したことを受け、米国は WTO において中国との協議を求めた18。 

 

(3)米国は WTO の枠外でのターンベリー体制で通商相手国との関係構築を図るが、決して WTO が

不要ではない。中国や EU を中心とした WTO 体制の運営や改革を阻止しつつ、使えるところは使

う、というスタンスではないか。 

                        以上 

 
13 https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2026/01/withdrawing-the-united-states-from-international-

organizations-conventions-and-treaties-that-are-contrary-to-the-interests-of-the-united-states/ 

14 

https://www.wto.org/english/news_e/news25_e/ddgno_28jul25_e.htm#:~:text=%E2%80%9CShe%20will%20work%20a

s%20part,Follow%20@NOIweala 

15 https://www.ft.com/content/e87a62d5-65be-4246-b7b1-290e34770f81 

16 https://epces.in/uploads/highlight/US%20proposal%20WTO%20Reforms%20-%20W984202512221766384282.pdf 

17 https://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/ds577_e.htm 

18 https://exportcompliancedaily.com/article/2025/12/31/us-requests-consultations-with-china-over-proposed-beef-

safeguard-

2512300014?BC=bc_6959983f756df#:~:text=US%20Requests%20Consultations%20With%20China%20Over%20Propo

sed%20Beef%20Safeguard,-

December%2031%2C%202025&text=The%20U.S.%20requested%20consultations%20at,26%20(see%202511250038). 

https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2026/01/withdrawing-the-united-states-from-international-organizations-conventions-and-treaties-that-are-contrary-to-the-interests-of-the-united-states/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2026/01/withdrawing-the-united-states-from-international-organizations-conventions-and-treaties-that-are-contrary-to-the-interests-of-the-united-states/
https://www.wto.org/english/news_e/news25_e/ddgno_28jul25_e.htm#:~:text=%E2%80%9CShe%20will%20work%20as%20part,Follow%20@NOIweala
https://www.wto.org/english/news_e/news25_e/ddgno_28jul25_e.htm#:~:text=%E2%80%9CShe%20will%20work%20as%20part,Follow%20@NOIweala
https://www.ft.com/content/e87a62d5-65be-4246-b7b1-290e34770f81
https://epces.in/uploads/highlight/US%20proposal%20WTO%20Reforms%20-%20W984202512221766384282.pdf
https://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/ds577_e.htm
https://exportcompliancedaily.com/article/2025/12/31/us-requests-consultations-with-china-over-proposed-beef-safeguard-2512300014?BC=bc_6959983f756df#:~:text=US%20Requests%20Consultations%20With%20China%20Over%20Proposed%20Beef%20Safeguard,-December%2031%2C%202025&text=The%20U.S.%20requested%20consultations%20at,26%20(see%202511250038)
https://exportcompliancedaily.com/article/2025/12/31/us-requests-consultations-with-china-over-proposed-beef-safeguard-2512300014?BC=bc_6959983f756df#:~:text=US%20Requests%20Consultations%20With%20China%20Over%20Proposed%20Beef%20Safeguard,-December%2031%2C%202025&text=The%20U.S.%20requested%20consultations%20at,26%20(see%202511250038)
https://exportcompliancedaily.com/article/2025/12/31/us-requests-consultations-with-china-over-proposed-beef-safeguard-2512300014?BC=bc_6959983f756df#:~:text=US%20Requests%20Consultations%20With%20China%20Over%20Proposed%20Beef%20Safeguard,-December%2031%2C%202025&text=The%20U.S.%20requested%20consultations%20at,26%20(see%202511250038)
https://exportcompliancedaily.com/article/2025/12/31/us-requests-consultations-with-china-over-proposed-beef-safeguard-2512300014?BC=bc_6959983f756df#:~:text=US%20Requests%20Consultations%20With%20China%20Over%20Proposed%20Beef%20Safeguard,-December%2031%2C%202025&text=The%20U.S.%20requested%20consultations%20at,26%20(see%202511250038)
https://exportcompliancedaily.com/article/2025/12/31/us-requests-consultations-with-china-over-proposed-beef-safeguard-2512300014?BC=bc_6959983f756df#:~:text=US%20Requests%20Consultations%20With%20China%20Over%20Proposed%20Beef%20Safeguard,-December%2031%2C%202025&text=The%20U.S.%20requested%20consultations%20at,26%20(see%202511250038)

